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第１章 検討の経緯 

 インターネット接続サービスの高度化とその普及状況 １．

我が国で提供されている移動系インターネット接続サービスは、電気通信技術の発展に伴い

通信速度の高速化が進んでいる。2001 年に登場した第３世代携帯電話（W-CDMA 等）の規格

上の通信速度は 384kbps であったのに対し、2006 年に登場した 3.5 世代携帯電話（HSPA 等）

の規格上の通信速度は 14.4Mbps、2010年に登場した 3.9世代携帯電話（LTE）の規格上の通信

速度は 75Mbps となった。なお、2015 年現在では、キャリア・アグリゲーション技術等を活用し、

3.9 世代携帯電話の規格上の通信速度は 200Mbps 程度まで高速化が進んでいる。 

昨年 12 月には、1Gbps 程度の規格上の通信速度を実現可能な第４世代無線通信システム

（LTE- Advanced等）の実現・普及に向けて、新たな周波数 1の割当てが実施され、平成 28年に

サービス展開が予定されているところである。 

 

 
＜図 1-1 移動通信システムの進化＞ 

 

また、近年、スマートフォンやタブレット端末等が急速に普及しており、2014 年度のスマートフ

ォンの出荷台数は、携帯電話全体の 71.1%と予測されている。加えて、2014 年には、スマートフ

ォン契約数が携帯電話の全契約の過半数を超える見通しとなっている。 

                                                   
 

1 3.48-3.6GHz の 120MHz 幅 
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＜図 1-2 スマートフォン国内出荷台数の推移・予測 2＞ 

 

 
＜図 1-3 携帯電話契約数とスマートフォン契約数の推移・予測 3＞ 

 

このようなスマートフォン等の普及を背景に、移動系超高速ブロードバンド(3.9 世代携帯電話

(LTE)、広帯域移動無線アクセス(BWA)の合計)の契約数は、2014年 9月末現在、6,651万契約、

                                                   
 

2 出所 株式会社ＭＭ総研調べ（14 年度以降は予測値）「2014 年度上期国内携帯電話端末出荷概況」（2014

年 10 月 30 日）。いずれも国内メーカー製品・海外メーカー製品を含む。PHS・タブレット端末・データ通信カー

ド・通信モジュールは含まない。 
3 出所 株式会社ＭＭ総研調べ「スマートフォン契約数およびユーザーの端末購入動向」（2014 年 4 月 23 日）

（15 年３月末以降は予測値。PHS・タブレット端末・データ通信カード・通信モジュールは含まない。） 
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前年同月比約 1.7 倍と増加傾向が続いており、高速なインターネット接続サービスが利用者にと

って身近なものとなってきている。 

 

 
＜図 1-4 超高速ブロードバンドサービス契約数の推移＞ 
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 利用者視点を踏まえた ICT サービスに係る諸問題に関する研究会における検討  ２．

高速なインターネット接続サービスの普及が進む中、これに伴い通信速度に関する利用者か

らの苦情や相談が増加している。具体的には、全国消費生活情報ネットワーク・システム

(PIO-NET)4におけるスマートフォン 5及びモバイルデータ通信に関する苦情・相談内容は、解約

関連、契約時等の説明不足に関するものが多いが、内容を詳細に分析すると、電気通信サービ

スに直接関わるもの 6の中では、通信速度等のサービス品質に関するものが上位に挙がってい

る。 

 

＜図 1-5 通信速度に関する苦情・相談の状況 7［資料 1-3 より抜粋］＞ 

 

「利用者視点を踏まえた ICT サービスに係る諸問題に関する研究会（座長：堀部政男一橋大

学名誉教授）」では、このような通信速度に関する苦情・相談の内容を分析し、 

・ 近年、スマートフォン等の急速な普及に伴い、「最大通信速度（ベストエフォート）型サービス

とはいえ、うたわれている通信速度が実際と乖離している」、「勧誘・契約時の説明と異なり、

                                                   
 

4 国民生活センターと全国の消費生活センター等をネットワークで結び、消費者から消費生活センターに寄せら

れる消費生活に関する苦情相談情報（消費生活相談情報）の収集を行っているシステム(Practical Living 

Information Online Network System)。 
5 2013 年 3 月 1 日から 29日までに受け付けられたもので、2013 年 4 月 25日までに登録された「スマートフォン」

（557 件）に関するものを分析。「スマートフォン」は「携帯電話サービス」、「携帯電話」に区分されるもののうち、

スマートフォンであると判別できたものを集計。 
6 スマートフォンについては、端末の自然故障や機種交換、バッテリー持続時間等、電気通信サービスそのもの

とは別の部分に係る問題も多く見られる。 
7 PIO-NET に登録された苦情・相談のうち、2013 年 3 月 1 日から 29 日までに受け付けられたもので、2013 年 4

月 25日までに登録された「スマートフォン」（557件）及び「モバイルデータ通信」（319件）に関するものを集計。

「キーワード」の集計結果は、本検討のために総務省が独自に行った相談事例の精査・集計に基づくものであ

り、キーワード等も独自に設定。なお、一つの苦情・相談に対して、複数のキーワードを独自に付与。 
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思ったほどの通信速度が出ない」といったスマートフォンやモバイルデータ通信に係る苦情

が増加していること 

・ 広告や販売勧誘の際に示される通信速度等のサービス品質の表示が規格値となっている

が、当該規格値では必ずしも利用者が期待し得る通信速度を踏まえている状況にないこと 

・ 事業者やメディア等が独自の通信速度に関する調査結果を公表しているが、基準にばらつ

きがあり、比較が困難であること 

といった点を課題として捉え、その上で、利用者が正確な情報に基づき契約が可能となる環

境を整備するために、「事業者中立的な実効速度の計測・公表等の在り方について実証を含め

検討するとともに、通信速度の広告表示等について、実測値を表示・併記する等、利用者に分

かりやすく情報提供する方策を検討することが必要」との提言がまとめられている。 

 

こうした状況を踏まえ、「インターネットのサービス品質計測等の在り方に関する研究会（座

長：相田仁東京大学教授）」が設置され、同研究会は、事業者中立的な実効速度の計測・公表

等の在り方について検討を開始し、昨年４月に第一次報告書を取りまとめた。今般、第一次報

告書で提示された実証実験等の結果を踏まえ、確立した計測手法（条件、項目等）、実施プロセ

ス及び利用者への情報提供手法等について報告書を取りまとめるものである。 
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第２章 インターネットのサービス品質計測等に関する現状 

 我が国におけるサービス品質計測等に関する現状 １．

我が国においては、自らのネットワークの品質管理やエリア改善等を目的として、通信事業者

によってモバイルインターネット接続サービスの実効速度等のサービス品質計測が実施されて

いるほか、調査会社等においても、客観的な通信事業者ごとのサービス品質の比較結果等を

利用者に情報提供することを目的に類似のサービス品質計測が実施されている。 

これらは、以下のように、調査主体ごとに異なる計測手法、計測の規模、結果の公表方法等

により、実施されている。 

 

（１）通信事業者によるサービス品質計測の現状 

通信事業者によるサービス品質計測は、主として、駅、商業施設、レジャースポット等の人

が集まる地点で、社員等により実施されている。なお、計測時点としては、新端末の発売時等、

利用者の実効速度に対する関心が高い時期が選択されることもある。 

事業者ごとの詳細な計測手法については、以下のとおりである。 

 

①株式会社 NTT ドコモ 

株式会社 NTT ドコモでは、以下のようなカテゴリから、売上高や利用者数の多い場所を選

定し、全国規模でサービス品質計測を実施している。 

・ 買い物施設 

・ レジャースポット 

・ イベント、スポーツ施設 

・ 駅 

・ 空港 

・ その他（大学、観光名所等）  

なお、計測に当たっては、１地点当たり５回計測を行い、最大値と最小値を除く３回の計測

結果の平均値をその地点の計測結果としている。また、計測には特定の通信速度を調査する

ためのアプリを使用し、１MB（ポータルサイト、ニュースページと同等のファイルサイズ）のファ

イルのダウンロードや 0.5MB（写真と同等のファイルサイズ）のファイルのアップロード等を行っ

ている。 
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＜図 2-1 株式会社 NTT ドコモにおけるサービス品質の計測方法［資料 1-5 のアップデート］＞ 

 

②KDDI 株式会社 

KDDI 株式会社では、全社員の端末に専用の計測アプリをあらかじめ搭載し、実効速度が

遅かった地点や圏外となった地点、接続不可や切断が発生した地点等の情報を簡単に申告

できる仕組みを構築している。 

 

 

＜図 2-2 KDDI 株式会社におけるサービス品質の計測方法［資料 1-6 より抜粋］＞ 
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③ソフトバンクモバイル株式会社 

ソフトバンクモバイル株式会社 8では、乗降客数の多い駅やランドマークスポットなど利用者

ニーズの高い地点において実効速度等の計測を実施している。計測は、主に新サービスの開

始、新商品の発売、ネットワーク拡充のタイミングに合わせて不定期に行っている。また、１地

点当たりの計測回数は３回としており、計測端末についてはシェアが高い端末が使用されて

いる。計測用のアプリについては他社が提供するものを利用し、社員等が計測を行っている。 

 
＜図 2-3 ソフトバンクモバイル株式会社 9におけるサービス品質の計測方法［資料 1-7 のアップデート］＞ 

 

（２）調査会社等によるサービス品質計測の現状 

調査会社等によるサービス品質計測では、計測員が実際に計測地点に行って計測を行う「計

測員による実地調査」方式による計測のほかに、一般ユーザに計測用のアプリを配布し（一般

ユーザが計測サイトにアクセスして計測する場合を含む。以下同じ。）、当該ユーザによる計測

結果を収集する「一般ユーザによるアプリ計測」方式での計測も実施されている。 

「計測員による実地調査」方式による計測の場合、通信事業者による計測と同様に、駅、商業

施設、レジャースポット等の人が集まる地点で実施されることが多く、計測地点が 2,000 地点に

及ぶ大規模で全国的な計測も実施されている。なお、計測を実施する場所や時間帯の選定等、

計測手法は調査会社等間で異なっている。 

                                                   
 

8 2015 年 7 月 1 日付で、「ソフトバンクモバイル株式会社」は「ソフトバンク株式会社」に社名を変更。 
9 同上。 
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また、「一般ユーザによるアプリ計測」方式で計測を行っている調査会社等では、１日に３万か

ら５万件の計測結果が集まっており、当該結果を集計した上で公表を行っている。通信事業者

間での公平を保った計測とするため、①計測サーバを IX 直下（又は IX の近傍）に設置、②計測

のための専用回線の用意、③待ち行列を作ることによる同時計測数の制御等を実施している。 

これらの調査会社等による計測手法等の詳細は以下のとおりである。 

 

①株式会社 MM 総研 

株式会社MM総研は、「計測員による実地調査」方式によりサービス品質計測を実施してい

る。 

計測場所については、日本全国を網羅するため、全国の各地方（北海道、東北、北陸、関

東、甲信越、東海、近畿、中国、四国、九州・沖縄）からそれぞれ人が集まる都市・地域を民間

事業者が提供している指標を元に 10 カ所ずつ選定し、当該都市・地域の中の駅周辺の主要

な店舗や公共施設で３カ所ずつ計測を実施している（合計 300 地点）（参考資料 1-1）。また、

自動車や電車等による移動中の計測については、同一地点での複数回の計測が困難である

ことからこれを行わず、全て屋外で静止した状態で計測を行っている。 

計測時間については、早朝・深夜を除く時間帯として８時から 20 時までの間に設定しており、

１地点当たりの計測回数は３回としている。 

計測用の端末については、LTE 等、最新のネットワークに対応したスマートフォンやユーザ

の関心が高いスマートフォンを利用し、計測用のアプリについては他社が提供するものを利用

している。 
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＜図 2-4 株式会社 MM 総研における実効速度の計測方法［資料 2-2 より抜粋］10＞ 

 

  

                                                   
 

10 ここでいう「4G」は、第４世代無線通信システム（LTE-Advanced 等）ではなく、3.9 世代携帯電話（ＬＴＥ等）で

ある。 
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②株式会社日経 BP コンサルティング 

株式会社日経 BP コンサルティングは、「計測員による実地調査」方式により、過去３度のサ

ービス品質計測を実施している。 

計測場所については、民間事業者が提供しているレジャーランド、駅、空港等の利用者数

に関する指標等を元に、全国 47 都道府県の人の集まる場所を中心に選定しており、計測地

点数は、１度目の計測が 1,188 地点、２度目の計測が 2,147 地点、３度目の計測が 3,0055 地

点となっている。また、移動中の計測は、計測するタイミングが少しずれた場合に、同一の計

測場所として扱うことが困難になるおそれがあるため実施していない。 

計測時間については、日中の活動時間帯に合わせて９時から 19 時までの間に設定してお

り、１地点当たりの計測回数は３回としている（参考資料 1-2）。 

計測用の端末については、OS の違いも考慮し、各通信事業者のシェアが高い端末を利用

しており、計測用のアプリについては民間会社が提供するものを利用している。また、端末に

キャッシュが残っていることにより実効速度の計測結果に影響を与える可能性があるため、計

測の度にキャッシュをクリアすることとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図 2-5 株式会社日経 BP コンサルティングにおけるサービス品質の計測方法［資料 2-3 より抜粋］ 11

＞ 

                                                   
 

11 ここでいう「4G」は、第４世代無線通信システム（LTE-Advanced 等）ではなく、3.9 世代携帯電話（ＬＴＥ等）で

ある。 
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③株式会社イード 

株式会社イードは、「計測員による実地調査」方式に加え、「一般ユーザによるアプリ計測」

方式による実効速度の計測を実施している。 

同社では、計測用のアプリとして、「RBB Today Speed test」を一般ユーザに提供しており、

2015 年 3 月までに約 120 万回ダウンロードされ、１日に３万回から５万回の計測が一般ユー

ザによって実施されている。 

この計測用アプリは、一定時間内（上り、下り、各 7 秒間）に複数回の実効速度の計測を行

い（参考資料 1-3）、上位と下位の結果を除いた残りの結果から平均値を算出する仕組みとな

っている（参考資料 1-4）。また、計測の際には、２つのサーバに接続してそれぞれ遅延を計測

し、遅延が少ない方のサーバに接続して計測する仕組みとなっている（参考資料 1-5）。 

加えて、通信事業者にとって公平な計測とするため、①計測サーバを IX 直下（又は IX の近

傍）に設置、②計測のための専用回線の用意、③待ち行列を作ることによる同時計測数の制

御等を実施している（参考資料 1-6）。 

 

 
＜図 2-6 株式会社イードの実効速度の計測用アプリ［資料 2-4 より抜粋］＞ 
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 諸外国におけるサービス品質計測等に関する現状 ２．

諸外国では、利用者のサービス選択に資する情報提供及び事業者間競争の促進によるサービ

ス品質の向上等を目的に、政府・規制機関等が主体となって、実効速度等のサービス品質計測及

び計測結果の公表が行われている。 

我が国におけるサービス品質計測手法やその公表等の在り方について検討を行うに当たり、

諸外国におけるサービス品質計測の実施・検討状況等について調査を行った結果は、以下のとお

りである。 

 

（１）イギリス 

イギリスにおいては、利用者のサービス選択に資する情報提供を目的に、Ofcom（通信

庁）によって 2010年にモバイルブロードバンド(PCベースのモバイルデータ通信)のサー

ビス品質計測が実施された。通信事業者間の違いや典型的な都市部及び郊外による違い、

時間帯による違い、固定ブロードバンドとの違いといったモバイルブロードバンドの品質

把握も計測の目的とされた（参考資料 1-7）。 

その後（2010 年以降）、Ofcom はモバイルブロードバンドのサービス品質計測を実施し

ていなかったが、スマートフォン等の携帯電話端末での計測を 2014 年３月から同年６月

に実施し、同年 11月に結果を公表した。 

2010年及び 2014年に実施されたモバイルブロードバンドのサービス品質計測の概要は

それぞれ以下のとおりである。 

①2010年調査 

○ 実施主体 ：Ofcom 

○ 委託先   ：Epitiro社 

○ 実施予算 ：非公開 

○ 計測方式 ：定点観測方式 12、計測員による実地調査方式、一般ユーザによるアプ

リ計測方式 13 

○ 計測場所（参考資料 1-8） 

定点観測 

通信事業者間のサービス品質の比較を目的に、全国の主要都市等 97 カ所（屋

内）において、全ての通信事業者の計測を同時に実施している(24時間×２～３

週間程度の定点観測)。 

計測員による実地調査 

都市部、都市周辺、農村部といったエリア間の通信品質のばらつきの把握や、

各エリア内における通信品質のばらつきの把握を目的に、都市部、都市周辺、地

                                                   
 

12 計測の実施主体が、計測のための端末を特定の地点に固定設置し、一定期間継続して計測する方式13 後

述のとおり、専用のＰＣ用ソフトウェアを配布して実施しており、スマートフォンによる計測ではない。 
13 後述のとおり、専用のＰＣ用ソフトウェアを配布して実施しており、スマートフォンによる計測ではない。 
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方都市、地方・農村部のそれぞれで平日の昼間に限定して計測を実施している。 

（都市部:Birmingham、都市周辺:Manchester～Liverpoolの高速道沿い、地方都

市:Swansee、地方・農村部:West Midlands地方） 

一般ユーザによるアプリ計測 

利用者が実際に利用可能な通信速度を把握するため、利用者に専用のソフトを

配布し、自動的に計測を実施している（合計 1,179人からデータを取得）。 

○ 計測項目：上り/下りの実効速度、遅延、パケットロスに加えて、電波状態（信号

強度、受信電力等）等も計測している（一部、定点観測でのみ計測）。 

○ 計測結果の公表 

・定点観測 

各通信事業者の実効速度を一定幅（95%信頼区間）で公表し、通信事業者間の

比較も実施している。 

計測員による実地調査 

都市・地方都市等の各地域における平均実効速度等を公表している。通信事業

者ごとの計測結果は公表しておらず、事業者間比較も実施していない。 

一般ユーザによるアプリ計測 

利用者間の実効速度のばらつきを公表している。通信事業者ごとの計測結果は

公表しておらず、事業者間比較も実施していない。 

 

 
＜図 2-7 定点観測による計測結果の公表方法［資料 2-1より抜粋］＞ 

（出所 Ofcom : Measuring Mobile Broadband in the UK report）  
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＜図 2-8 計測員による実地調査方式による計測結果の公表方法［資料 1-4より抜粋］ ＞ 

（出所 Ofcom : Measuring Mobile Broadband in the UK report）  

 

 
＜図 2-9 一般ユーザによるアプリ計測方式による計測結果の公表方法［資料 1-4 より抜粋］＞ 

（出所 Ofcom : Measuring Mobile Broadband in the UK report）  
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②2014年調査 

○ 実施主体 ：Ofcom 

○ 委託先・実施予算 ：非公開 

○ 計測方式 ：計測員による実地調査方式 

○ 計測場所 

計測員による実地調査 

主要５都市（ロンドン、バーミンガム、エディンバラ、マンチェスター、グラ

スゴー）において、各都市 50 地点において計測を実施している（各都市の中心

部から半径４km以内において、４つの象限から同じ比率で選定。また、屋内/屋

外を半分ずつランダムに選定）。 

各キャリアについて、都市部、都市周辺において、3Gは計 250地点、4G14は計

250地点の計測を実施している。 

○ 計測項目 

・上り/下りの実効速度（HTTP）、web browsing速度、遅延を計測している。 

・計測時間は午前７時～午後７時であり、特にピーク/オフピークの言及等はない。 

・端末の個体差を考慮。容量制限を解除した SIMを利用しているため、通常の SIM

との違いを確認している。 

○ 計測結果の公表 

・2014 年 11 月に全キャリアを通じた 3G と 4G15の比較、都市ごとの比較、キャリ

アごとの比較等を公表している。 

・ただし、「体感速度は利用するサービスにも依存する」「ネットワークは常に整備

更改が実施されており、現在、将来の性能を表すものではない」「4G の利用者数

が増えれば実効速度は下がり得る」といった旨を付記し、結果が独り歩きしない

ようにしている。 

 

                                                   
 

14 ここでいう「4G」は、通信規格が LTE のものを指す。 
15 同上。 
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＜図 2-10 計測結果の公表方法［資料 6-3より抜粋］＞ 

（２）フランス 

フランスにおいては、利用者のサービス選択に資する情報提供及び事業者間競争の促進

によるサービス品質の向上を目的に、2012年（９・10月）及び 2014年（１月から３月ま

で）にサービス品質計測が実施された。 

ARCEP(電子通信・郵便規制機関)は 2011 年２月に、「通信事業ならびに郵便事業者にお

ける消費者への情報提供の改善」の提言を出し、提供するサービス品質に対する透明化等

を掲げている（参考資料 1-9）。 

2012年及び 2014年に実施されたモバイルのサービス品質計測の概要は以下のとおりで

あり、計測員による実地調査により、通信事業者別、エリア別の実効速度等を計測してい

る。 

①2012年調査 

○ 実施主体 ：ARCEP 

○ 委託先   ：AFD Technologies社 

○ 実施予算 ：非公開 

○ 計測方式 ：計測員による実地調査方式 

○ 計測場所の選定（計測地点数） 

・全国 54 の都市（14 の大都市、20 の中核都市、20 の小規模都市）において、合

計 1683地点で実施している（参考資料 1-10）。 

人口 40 万以上の大都市は全て計測の対象とし、中核都市（人口５万～40 万）、

小規模都市（人口１万～５万）の選定は対象となる都市からランダムに選定して

いる。 

各都市内におけるメッシュの選定は、人口等を勘案しながらランダムに行ってい

る。 

○ 計測項目：上り/下りの実効速度を２回計測している。また、SMS/MMS の送信-到

着時間、ウェブサイトへのアクセス時間、動画を視聴した場合の品質

等も計測している。 

○ 計測時間帯：  

9時～12時 12時～13時 

（ピーク） 

13時～15時 15時～18時 

 

18時～21時 

（ピーク） 

22.5％ 10.0％ 15.0％ 22.5％ 30.0％ 

（12時～13時、18時～21時をピーク時間帯と設定） 

○ 計測端末：各通信事業者から発売されている iPhone、Galaxyを基本とし、最新の

ネットワークに対応している端末として iPad3も一部で利用している。  

○ 計測結果の公表：各通信事業者の比較を実施しており、ヒストグラムで計測結果

の分布を公表している。 
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＜図 2-11 実効速度の計測結果の公表方法＞（出所 ARCEP モバイル回線の品質調査 2012）  

 

②2014年調査 

○ 実施主体 ：ARCEP 

○ 委託先   ：AFD Technologies社 

○ 実施予算 ：非公開 

○ 計測方式 ：計測員による実地調査方式 

○ 計測場所の選定（計測地点数） 

・全国 54 の都市（14 の大都市、20 の中核都市、20 の小規模都市）及び 245 の町村

において、合計 2,006地点で実施している。 

人口 40 万以上の大都市は全て計測の対象とし、中核都市（人口５万～40 万）、小

規模都市（人口１万～５万）の選定は対象となる都市からランダムに選定している。

町村については、人口１万以上の都市以外から選定している。 

各都市内におけるメッシュの選定は、人口等を勘案しながらランダムに行っている。

（2012年同様） 

○ 計測項目：上り/下りの実効速度を２回計測している。また、SMS/MMS の送信-到着

時間、ウェブサイトへのアクセス時間、動画を視聴した場合の品質等も

計測している。 

○ 計測時間帯：  

9時～12時 12時～13時 

（ピーク） 

13時～15時 15時～18時 

 

18時～21時 

（ピーク） 

22.5％ 10.0％ 15.0％ 22.5％ 30.0％ 

（12時～13時、18時～21時をピーク時間帯と設定） 

○ 計測端末：各通信事業者から発売されている iPhone、Galaxyを基本とし、最新のネ

ットワークに対応している端末を利用している。  
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○ 計測結果の公表：各通信事業者の比較を実施しており、ヒストグラムで計測結果の

分布を公表している。 

 

 
＜図 2-12 実効速度の計測結果の公表方法＞（出所 ARCEP モバイル回線の品質調査 2014）  

 
（３）アメリカ 

アメリカにおいては、NBP(National Broadband Plan)に基づき、消費者のサービス選択

に資する情報提供及び事業者間競争の促進を目的に、2013年 11月からモバイルの実効速

度等の計測が開始された（参考資料 1-11）。 

計測結果等については、計測開始から１週間後の 2013 年 11 月 21 日時点でのデータの

収集状況をイメージとして公表しているが、その後結果は公表されていない。（2015年４

月末時点） 

計測は、利用者にスマートフォン用の計測アプリを配布し、一般ユーザによる計測結果

を収集する形で行われており、その概要は以下のとおりである。なお、FCC（連邦通信委

員会）は、計測の実施に当たり、プロセス及び計測結果の透明性を確保するため、 

・計測手法等の検討において通信事業者や学術研究者を含む多様なステークホルダーと連

携 

・計測アプリのオープンソース化（参考資料 1-12） 

・計測結果の全てのローデータを FCCのウェブサイトに公開 

等を行っている（ローデータの公開は予定。）。 

○ 実施主体 ：FCC 

○ 委託先   ：Samknows社 

○ 実施予算 ：モバイルに加えて固定ブロードバンド回線計測を含め 2年間で 500万

ドル 

○ 計測方式 ：一般ユーザによるアプリ計測方式 

○ 計測項目：上り/下りの実効速度、遅延、パケットロス、位置情報等を計測。 

○ 計測時間帯：一般ユーザによるアプリ計測であるが、基本的に自動で計測される

（７時～20時の間で3つの区分に分けてスケジューリングしている）。 
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○ 計測結果の公表：計測結果として、地理的な各メッシュにおいて、通信事業者ご

との実効速度等を公表する予定となっている。また、計測結果

を第三者が自由に利用できる仕組みについても整備する予定と

なっている。 

 

 
＜図 2-13 FCCの配布している計測アプリ［資料 2-1より抜粋］＞ 

（出所 FCC 発表資料） 

 
＜図 2-14 計測結果の公表イメージ［資料 2-1より抜粋］＞ 

（出所 FCC 発表資料） 
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第３章 実証の概要 

第一次報告書において、計測を行う都市・地点数や１地点当たりの計測回数等、計測結果の

ばらつき等を踏まえて最終的に計測手法を定めることが必要な事項が存在するため、当該事

項の検証のために国（総務省）が専門家等の意見を踏まえつつ実証実験を行うこととされてい

た。 

上記を踏まえ、各事項の実証での検証に当たり、総務省が実施した実証の概要は以下のと

おり 16である。 

実証で得られた実効速度については、取得データにばらつきが存在することから、固定値（平

均値、中央値等）は用いず、第４章３．（２）の集計表示手法で詳細に記述する「箱ひげ図」で表

示し、計測結果を評価した。なお、箱ひげ図は、最小値、第１四分位、中央値、第３四分位、最

大値の各要約統計量を同時に表示可能なものである。 

 
＜図 3-1 箱ひげ図について＞ 

 

 計測地点の選定に係る検証 １．

第一次報告書において、実証において、 

① 大都市と地方都市における実効速度の違いの有無 

② 「従業者数が多いメッシュ（オフィス街・繁華街）」、「常住人口が多いメッシュ（住宅街）」、

「駅が含まれるメッシュ」の比率 

③ 計測の対象とする「従業者数が多いメッシュ（オフィス街・繁華街）」、「常住人口が多いメッ

シュ（住宅街）」の従業者数と常住人口の閾値 

④ 一都市における最低限の計測メッシュ数 
                                                   
 

16 iOS 及び Android の各ＯＳにおいてそれぞれデータを収集・集計しているが、両方の結果を評価し、同様の傾

向が見られた場合には、iOS 端末による結果を代表として掲載している。 
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⑤ メッシュ内の計測地点数 

の各項目について、検証を実施し、確定することとしていた。 

 

（１）都市の選定（検証事項：①） 

第一次報告書において計測する都市の選定について、利用者の分布実態に即した計測結果

とするため、常住人口の多い地域について計測を実施することが適当としていた。また、利用者

が狭い範囲に集中すると速度低下が発生しやすいことも常住人口が多い地域で計測を行うこと

とした理由としていた。 

これを踏まえ、具体的には、図 3-2 に示す 52 の政令指定都市、県庁所在地（特別区を含む。）

の中から、地理的分布を考慮（北海道・東北、中部、関東、近畿、中国、四国、九州・沖縄の７地

域に少なくとも１都市ずつ選定）するとともに、人口規模を考慮（３人口規模区分 17に少なくとも３

都市ずつ選定）したうえで、具体的計測都市９都市をランダムに選定した。また、東京都特別区

は必ず計測することとした。 

 
＜図 3-2 政令指定都市、県庁所在地別人口［平成 22 年国勢調査（総務省統計局）］＞ 

 

実証においてランダムに選定された都市は、東京都特別区のほか、大阪市、名古屋市、福岡

市、千葉市、静岡市、岡山市、高松市、大津市、盛岡市である。 

 

上記のとおり人口規模を考慮し、３人口規模区分に少なくとも３都市ずつ選定し、実証を実施

した。その結果、「①大都市と地方都市における実効速度の違いの有無」については、下図（図

3-3 及び図 3-4）のとおり、中央値（図 3-3 赤枠）において、各中央値が１Mbps 幅に収まっている

等、都市規模による特定の傾向（例：大都市の方が速度が遅い）は見られなかった。 

 

                                                   
 

17 100 万人以上、100 万人未満 50 万人以上、50 万人未満の３区分 
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＜図 3-3 人口規模別計測結果（iOS）①＞ 

 

 
＜図 3-4 人口規模別計測結果（iOS）②＞ 

 

（２）都市におけるメッシュの選定（検証事項：②、③） 

日本全国を 500m四方のメッシュ 18で区分けし、（１）の都市ごとにメッシュを選定した上で、さら

にメッシュ内での計測地点を選定することとしていた。このメッシュの選定に当たり、第一次報告

書において、通信事業者によるサービス品質計測の現状等を踏まえ、「従業者数が多いメッシュ」

（以下「オフィス街・繁華街メッシュ」という。）、「常住人口が多いメッシュ」（以下「住宅街メッシュ」

                                                   
 

18 「統計に用いる標準地域メッシュおよび標準地域メッシュ・コード」（昭和48年7月12日行政管理庁告示第143

号）に規定される「２分の１地域メッシュ」（１km 四方の基準地域メッシュを緯線方向、経線方向に２等分してでき

る 500m 四方の区域） 
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という。）及び「駅が含まれるメッシュ」（以下「駅メッシュ」という。）の３つの区分ごとに計測し、傾

向の違いについて検証のうえ、この３区分の比率等を決定することとしていた。 

実証においては、諸外国におけるサービス品質計測の事例等を参考に、結果の検証（例えば、

都市間の実効速度の傾向の違いの検証）に資するため、それぞれ同数となる、10 メッシュずつ

（計 30 メッシュ）ランダムに選定することとした。なお、ランダムに計測地点を選定するソフトは、

参考資料３（計測地点選定ソフト）のとおり、総務省が開発したものであり、人口等のデータにつ

いては総務省統計局等が提供するデータ 19を読み込んで利用可能なものとなっている。 

 

上記のとおり、「オフィス街・繁華街メッシュ」、「住宅街メッシュ」、「駅メッシュ」を各 10 メッシュ

ランダムに選定し、実証を実施した。その結果、「②『従業者数が多いメッシュ（オフィス街・繁華

街）』、『常住人口が多いメッシュ（住宅街）』、『駅が含まれるメッシュ』の比率」については、まず、

図 3-5 の右図（東京都特別区の場合）のとおり、オフィスや繁華街が交通の便の良い駅前に集

中している現実の傾向に従い、「駅メッシュ」（総数 490）のうち 58％に当たる 284 メッシュが、「オ

フィス街・繁華街メッシュ」でもあるという重複が見られた。一方で、同じく「駅メッシュ」のうち「住

宅街メッシュ」でもあるのは 31％にとどまった。ほかの市でも同様に、「駅メッシュ」はその大半が

「オフィス街・繁華街メッシュ」と重複していた。 

また、図 3-5 の左図のとおり、「駅メッシュ」を計測しなかった場合にも、「オフィス街・繁華街メ

ッシュ」及び「住宅街メッシュ」を計測すれば、実効速度の傾向が変わらなかったことも考慮し、

計測対象とするメッシュは「オフィス街・繁華街メッシュ」及び「住宅街メッシュ」の２区分に集約す

る。 

さらに、これら２メッシュ区分の選定数の比率については、いずれかの区分に重み付けを行う

のではなく、利用実態に即して、後述する（２．参照）計測時間によるものとし、実証のとおり、同

数（１対１の比）とする。 

 

 
＜図 3-5 メッシュ種別ごとの計測結果（iOS）＞ 

 

                                                   
 

19 国土地理院の駅別乗降者数データ、経済センサス-活動調査の全産業従業者数のデータ、国勢調査の人口

総数のデータ、民間地図会社の道路地図データを利用。 
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次に、「③計測の対象とする『従業者数が多いメッシュ（オフィス街・繁華街）』、『常住人口が

多いメッシュ（住宅街）』の従業者数と常住人口の閾値」については、実証では、「オフィス街・繁

華街メッシュ」及び「住宅街メッシュ」は、都市内メッシュのうち、前者が、従業員数が上位 30％で

あるメッシュ、後者が、夜間人口が上位 30％であるメッシュとした。 

これが実証時の計測地点の周辺環境の実態・体感と合致しており、これ以上絞る必要は認め

られなかった。また、より広い対象が入るような、より低い閾値の設定を行う場合には、比較的

人口が少なく、広い市域を有する都市が選定された場合に、１社・１事業所単独で閾値以上の

従業員数となりオフィス街・繁華街の一般的なイメージから離れるメッシュが選定されるおそれ

が高まることが考えられる。 

以上を踏まえて、実証で設定した閾値「オフィス街・繁華街メッシュ：上位 30％、住宅街メッシ

ュ：上位 30％」をそのまま適用する。 

 

（３）一都市における最低限の計測メッシュ数（検証事項：④） 

実証においては、「オフィス街・繁華街メッシュ」、「住宅街メッシュ」、「駅メッシュ」のメッシュ区

分ごとに 10 メッシュ、計 30 メッシュをランダムに選定することとした。この点、事業者による計測

は、実証とは異なり、常住人口をもとに傾斜をかけることとしていたことを踏まえ、一都市におい

て計測すべき最低のメッシュ数を確定することが必要である。 

この点、「④一都市における最低限の計測メッシュ数」については、実証の計測データを基に、

まず、都市当たり 30 メッシュ計測した場合における、計測で利用した各事業者（３～４社。以下、

A、B、C 等とする。）の代表端末の、事業者間の相対順位を基準として、メッシュ数を３～24 メッ

シュとした各場合の順位が入れ替わる割合を評価した。この結果、図 3-6 のとおり、当該割合が

５％以下であるためには、メッシュ数はメッシュ種別ごとに７メッシュが少なくとも必要である。 

さらに、（２）において、「駅メッシュ」は「オフィス街・繁華街メッシュ」に統合することとしたことも

踏まえ、「オフィス街・繁華街メッシュ」「住宅街メッシュ」で７メッシュずつ選定した場合の結果と、

同２メッシュ区分で１０メッシュずつ選定した場合の結果を比較した。この結果、傾向に差異は見

られなかった。 

以上より、メッシュ種別ごとに必要な最低のメッシュ数は７とする。 

 
＜図 3-6 メッシュ必要数に関する評価①＞ 
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＜図 3-7 メッシュ必要数に関する評価②＞ 

 

（４）メッシュ内の計測地点数（検証事項：⑤） 

「⑤メッシュ内の計測地点数」（日本全国を 500m 四方のメッシュ 20で区分け、オフィス街・繁華

街メッシュ、住宅街メッシュ、駅メッシュのそれぞれの範囲内における計測地点数）については、

実証時、全国計測前の事前計測において、特定メッシュ内の 25 地点を計測した結果をもとに、

一定の幅に収束する観点と計測に係るコストの観点の両面から評価を行った。 

具体的には、図 3-8 左図について、ある特定のメッシュ内における 25 地点における計測結果

は最小 7.4Mbps、最大 48.8Mbps と 41Mbps 程度の地理的な速度のばらつきが見られたが、ラン

ダムで５地点選択した場合（メッシュ内の計測地点数が５である場合に相当する。）には、図 3-8

右図のとおり、５値の平均値が、メッシュ内の計測値の地理的ばらつきを抑え、一定幅に 95%の

割合（確率）で収束する。このため、メッシュ内の計測地点数は５地点とする。 

 

                                                   
 

20 「統計に用いる標準地域メッシュおよび標準地域メッシュ・コード」（昭和48年7月12日行政管理庁告示第143

号）に規定される「２分の１地域メッシュ」（１km 四方の基準地域メッシュを緯線方向、経線方向に２等分してでき

る 500m 四方の区域） 
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＜図 3-8 メッシュ内における計測地点数に関する評価＞ 

 

 計測時間帯に係る検証 ２．

実効速度等のサービス品質はトラヒックの多寡に応じて変動するものであることから、ユーザに

当該情報を踏まえた情報提供を行うため、実証時には、計測時間帯についてはトラヒックのピーク

時間帯とオフピーク時間帯（ピーク時間帯以外の時間帯から深夜時間帯（24時～７時）を除いた時

間帯）を設定してそれぞれ計測することとした。これらの時間帯については、検証を実施し、確定

することとしていた。 

 

 
＜図 3-9 ピーク時間帯・オフピーク時間帯の計測結果（iOS）等＞ 

 

実証の結果、まず、時間帯ごとに、実効速度を分析すると、図 3-9 右図のとおり、実証前に設定

したピーク時間帯（青枠）が必ずしも実際平均以下の実効速度となった時間帯と一致していない。

具体的には、住宅街メッシュでの実証におけるピーク時間（19～24 時）（青枠）のうち 19 時台、オフ

ィス街・繁華街メッシュでの実証におけるピーク時間（11～14 時及び 17～19 時）（青枠）のうち 18

時台は、それぞれ平均以上の速度（緑背景）が計測されている。このため、ピーク時間帯の見直し

が必要であると考えられる。 

次に、図 3-9 左図のとおり、ピーク時間帯／オフピーク時間帯の差異は小さく、中央値で１Mbps



28 
 

に収まっている。すなわち、計測に係るコストも踏まえれば、ピーク時間帯／オフピーク時間帯を

区別し、両方で計測する必要性は大きくない。 

以上より、計測時間帯については、より速度が低い（規格上の最大速度からのかい離がより大

きい）時間帯を指定することし、計測に係る運用上の課題や計測コストとのバランスの観点も踏ま

え、住宅街メッシュにおいては、15～21 時の６時間、オフィス街・繁華街メッシュにおいては、12～

18 時の６時間とする。 

 

 計測地点における計測回数（同一地点）に係る検証 ３．

各計測地点での計測回数の決定に当たり、定点計測において、特定の計測地点（同一地点）で

の計測を 20 回行い、１～５回の計測回数に係る評価を実施した。 

20回の計測値の分布は13.6～23.1Mbpsであった。このデータをもとに、１～５回計測した結果と

「上位・下位各 10％（各 2回分）を上下切りした場合（16回）の分布幅」を比較した。この結果、連続

する３値の平均値を取った場合（３回計測した場合に相当する。）の分布が 4.7Mbps である一方、

上下 10％を上下切りした場合の分布は 6.0Mbps であり、「上位 10％及び下位 10％の計測値の影

響を排除できる最低限の回数」は３回であった。 

 

 
＜図 3-10 同一地点における計測回数に関する評価＞ 
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以上より、同一地点で３回計測し平均することは、当該地点における計測の分布幅の 50％に収

まる値を導くことに相当すること、また、異常値の可能性の高い上下 10％ずつのデータを排除する

ことにも相当する。 

後述（第４章３．（３）①）のとおり全ての計測地点での計測結果を公表する際に、各データにお

いて、異常値を一定程度排除した形で公表すべきこと、また、その際計測回数のうち 50％に収ま

る値は、最終的な「一定幅で表示する実効速度」の範囲とも整合していることから、同一地点での

計測回数は３回とする。 

これは、同一地点における計測回数が多ければ、より実態に近い計測結果を得ることが可能と

なる一方、計測に係るコストの増加や時間経過による計測結果の変化も踏まえたものである。 

 

また、計測地点において、屋内での計測は施設管理者の許可が必要なケースがあり、計測に

係るコストが増加する懸念があるため、屋外かつ静止した状態で（同一地点で）実施する。 

 

 上下切りに係る検証 ４．

３．において、同一地点では３回の計測し、その結果を平均すれば、上位・下位各 10％の影響

を排除できることが分かったが、一方で、平均以外の集計手法として「上下切り」も考えられるとこ

ろである。このため、集計手法として上下切りと平均について効率性（効果）の観点から比較した。 

実証の結果、図 3-11 のとおり、上下切りと平均では、上位・下位のデータを除外する効果が平

均のほうが大きいことが分かる。この点、３回の計測に基づく３値の平均による集計方法と同等の

効果（同等の集計後の結果）を得るためには、上下切りでは、５回の計測が必要であり、すなわち

平均値による集計方法のほうが効率的であった。このため、上下切りは採用しない。 

 

 
＜図 3-11 集計方法（上下切り、平均）の評価＞ 
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 実効速度以外の取得情報に係る検証 ５．

我が国の通信事業者・調査会社等によるサービス品質計測や諸外国におけるサービス品質計

測での取得項目を踏まえ、実証と同様に、上り／下りの実効速度に加えて、計測結果に関わる位

置・時間情報、通信規格、端末情報、信号強度（iOS端末ではOSの仕様上取得できないため対象

外）、遅延、パケットロス等についても参照情報として取得する。 

 

 計測機種に係る検証 ６．

スマートフォンやモバイルルータ等の端末は、機種により対応している周波数、LTE、3G 等の通

信規格、OS（基本ソフト）、CPU等の仕様が異なる場合があり、この違いが計測結果に影響を及ぼ

す可能性があることを踏まえ、第一次報告書において、実効速度の計測は、一定程度差が生じる

ことが見込まれる場合には端末を分類して実施することとしていた。 
 
実証（予備実証）の結果、図 3-12 のとおり OS が同一で、同じ対応周波数かつ同じ通信規格で

ある３メーカーの各１機種（計３機種）において、同一の事業者の契約のもと実効速度を計測した。 

この結果を比較した場合において、端末差として有意な影響は見られなかった。 
一方、表 3-13 のとおり、OS が異なる場合（iOS／Android OS）には、10 都市における結果のう

ち、中央値で２Mbps以上の速度差（背景色：赤・青）が見られた都市が半数（５都市）であり、また、

最大値では 2.3Mbps～27.8Mbpsの速度差が見られたことから、OSは計測結果に一定の影響を及

ぼす項目と考えられる。 

 

以上を踏まえ、実効速度を計測する機種については、事業者ごとに各 OS で１機種とすること、

また、対応周波数や通信規格が異なる場合にもそれぞれの機種を用いてそれぞれ計測を実施す

る。 

なお、実証（本計測）に当たっては、利用機種をキャリアごとに、各ＯＳで規格上最も高速な通信

サービスに対応する機種のうち、シェアが上位である機種から選定している。 
 

 
＜図 3-12 機種等に係る評価＞ 
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＜表 3-13 OS に係る評価＞ 

 
 

 計測環境に係る検証 ７．

実効速度等のサービス品質を計測するためには、そのツールとして計測用のアプリとサーバが

必要になる。これらの計測ツールについては、９．のとおり開発した。 

 

 その他（モバイルルータによる計測の際の留意点等） ８．

実証においては、高速通信サービスに対応した端末として、スマートフォン及びモバイルルータ

を計測端末として計測を実施したが、このうちモバイルルータについては、図 3-14 のとおり、利用

者デバイスの接続方法（有線接続又は無線ＬＡＮによる接続）により中央値で 2.7Mbps、最小値で

9.1Mbps の差が生じたため、実効速度の計測に当たっては、同ルータ自体の性能をより正確に計

測する観点から、計測ツールを実行するＰＣ等と有線接続により計測することが必要である。 

なお、今般作成した計測ツールは、諸外国との計測結果の比較可能性の観点から、米国ＦＣＣ

が公開するスマートフォン等の携帯端末用計測ツールをベースに作成しているため、新たに有線

接続に対応可能な計測端末用ツールの開発に際しても、この点を踏まえて行うことが必要となる。 

 
＜図 3-14 モバイルルータにおける有線・無線接続の影響＞ 
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 計測ツール等 ９．

（１）計測ツール 

実証に当たって、計測地点選定ソフト、計測端末にインストールする計測ツール及び計測ツ

ールの接続先となる計測サーバ側のソフトを開発した。このうち、計測ツール及び計測サーバ

用のソフトについては、今般計測した実効速度が諸外国との比較等に将来的に利用される可能

性があるため、米国の FCC（Federal Communications Commission。連邦通信委員会）が計測に

利用しているツール（公表されているスマートフォン向けアプリケーション）をベースに開発した。 

計測地点選定のためのソフトは、下図のとおり、人口規模ごとや地域ごとにランダムに都市を

選定した上で、都市ごとのメッシュ数やメッシュ当たりの計測地点数を設定することが可能であ

るほか、人口に応じたメッシュ数の設定等が実施可能なものとなっている。 

 

 
＜図 3-15 計測地点選定ソフト動作概要＞ 

 

 計測ツールは、下図のとおり、ダウンロード／アップロードの実効速度計測のほか、位置情報

等を取得することが可能である。さらに、定期的に自動計測を実施する機能やサーバ側から要

求されたタイミングで計測を実施する機能（Android のみ）や、サーバが混雑している場合に、順

番待ちをしている端末数を表示する機能について実装している。 

 さらに、参考資料３のとおり、ダウンロードするファイルサイズ等については、ソフトのパラメー

タとして変更可能である。 
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＜図 3-16 計測ツール動作概要＞ 

 

（２）計測サーバ 

 計測ツールの接続先となる計測サーバについては、下図のとおり、設置場所と各事業者間の

インターネット経路上の影響を小さくするため、東京の IX（Internet eXchange point）までネットワ

ークホップ数が０である場所であり、かつ、１Gbps の回線容量でインターネットに接続された場

所に設置した。 

各事業者と IX の間の回線は十分に高速な回線で接続されている場所を選定したため、本実

証においては、サーバの設置場所による事業者間の際は生じないと考えられるが、計測サーバ

に多数の計測ツールから接続要求があり、同時アクセスが集中する場合は、計測を待機させる

機能を実装している。その際の同時アクセスの上限値については、実証では端末１台当たりの

平均実効速度を最も混雑した状況でも 50Mbps まで計測できるよう、20 接続とした。 

 

 
＜図 3-17 実証におけるシステム構成＞ 
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第４章 インターネットのサービス品質計測等の在り方 

 計測手法 １．

（１）計測方式 

第２章で示したとおり、我が国の通信事業者・調査会社等によるモバイルのサービス品質計

測や諸外国におけるモバイルのサービス品質計測では、「計測員による実地調査」方式、「一般

ユーザによるアプリ計測」方式及び「定点観測」方式のいずれかの方式が採用されているところ

である。 

このうち、「定点観測」方式については、計測場所となる施設の管理者との交渉や電源の確

保などが必要であり、計測を実施するためのコストが他の方式に比べて大きいため、同方式に

よる計測を全国の多数の地点で実施するのは困難と考えられる。 

また、「一般ユーザによるアプリ計測」方式は、大量の計測結果を低コストで得られる可能性

がある一方、「第２章 ２．諸外国におけるサービス品質計測等に関する現状」のとおり、諸外国

においても、「計測員による実地調査」方式による計測のアップデートは公表されているものの、

「一般ユーザによるアプリ計測」方式による計測の公表が依然進展していないこと、大量のサン

プルを確保する仕組みを構築するために一定の期間が必要となること、また、仮にこの仕組み

が構築できたとしても、計測ツールを一定期間内に一斉にアップデートさせる必要が生じたり、

ツールの不具合への問合せ対応等、一般ユーザへの恒常的なサポート体制の構築が必要とな

ること等を考慮すると、当面は実行に移すことが困難と考えられる。 

そのため、諸外国や我が国の通信事業者・調査会社等の計測の実績・ノウハウの活用、短

期間・集中的な計測による広告表示への迅速な適用が可能になること等から、我が国において

は、まずは、「計測員による実地調査」方式で計測を行うこととする。 

 

（２）計測条件及び計測項目 

第一次報告書及び第３章で示した実証結果を踏まえて、計測条件及び計測項目は次のとお

りとする。 

 

① 計測場所（第３章１．参照） 

計測場所については、利用者の実態を反映する際のコストの観点から、人口が集中する

場所の中から選定することが効率的であると考えられる。また、人口が集中する場所はトラヒ

ックも集中するため、通信速度が出にくく、利用者の苦情につながりやすいことも人口密集地

で計測する理由の一つである。具体的には、以下の手順に従い、計測場所を設定することと

する。 

 

i. 政令指定都市、県庁所在地（東京都特別区を含む。）を人口規模で分類（「人口 100

万人以上」、「人口 50 万人以上 100 万人未満」、「人口 50 万人未満」）し、各分類から

各々３都市、及び東京都特別区を選定し、合計 10 都市を選定する。 
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ⅱ  計測地点については、「オフィス街・繁華街メッシュ」、「住宅街メッシュ」の中からラン

ダムに選定する。ここで、「オフィス街・繁華街メッシュ」は、都市内の全メッシュのうち

従業者数が上位 30％であるメッシュ、「住宅街メッシュ」は、都市内の全メッシュのうち

夜間人口が上位 30％であるメッシュとする。実証の際に開発したソフトにより、最新

の国勢調査の結果（常住人口等）や経済センサスの調査結果（従業者数等）を利用し

て、選定可能である。 

また、都市ごとの計測メッシュ数については、常住人口に応じて傾斜をかけることと

するが、14メッシュ（「オフィス街・繁華街メッシュ」、「住宅街メッシュ」で各々７メッシュ）

を計測メッシュ数の下限とする。 

ⅲ  上記メッシュ内において、計測地点を緯度・経度でランダムに５地点選定する。その際、

予備的措置として、更に３地点をランダムに追加選定する。なお、選定された緯度・経

度点が障害物等と合致する可能性があるため、計測場所は、緯度経度を中心に 50

ｍ四方の範囲で提示し、その範囲を計測可能とする。また、屋内での計測は、施設者

の許可が必要なケースがあり、計測に係るコストが増加する懸念があるため、計測は

屋外で静止した状態で行うこととする。 

ⅳ  上記により計測地点数については、10 都市合計で約 300 メッシュとし、メッシュ当たり

５地点計測されることとなるため、合計約 1,500 地点程度を計測の対象とする。 

 

なお、特に、実証の結果を踏まえて結論付けた事項について、以下に補足する。 

 

【ⅰの都市選定の考え方について】 

実証の結果、人口 100 万人以上の３都市、人口 50 万人以上 100 万人未満の３都市、人

口 50 万人未満の３都市について、３都市区分ごとに計測した結果の各々の中央値が１

Mbps 幅に収まる等、都市規模による特定の傾向（例えば、大都市のほうが速度が遅い等）

は見られなかった。他方、ⅱに記載のとおり、都市ごとに常住人口に応じて傾斜をかけ、計

測メッシュ数を定めることとするため、ランダムに選択された都市が極端に小規模の都市に

偏ってしまうと、東京都特別区の計測メッシュ数が極端に大きくなる等の懸念がある。このた

め、前述の偏りの観点を考慮して各人口区分（「人口 100 万人以上の都市」、「人口 50 万人

以上 100 万人未満の都市」、「人口 50 万人未満の都市」）ごとに各々３都市を選定すること

とした。なお、計測すべき都市数については、第一次報告書において 15 都市 1500 地点とさ

れていたところ、事業者におけるコスト及び計測場所選定後一定期間で計測し公表すべき

であることを考えると、実証と同様の規模（1500 地点）とすることが適当であり、都市あたり

の計測地点数を十分確保する観点から、都市数は実証で採用した 10 都市とすることが適

当とした。 

 

【ii のメッシュの考え方について】 

第一次報告書で分類のあった「駅メッシュ」についての扱いを補足する。実証の結果、繁

華街等が駅前に集中している傾向があり、例えば、東京都特別区においては「駅メッシュ」

が同時に「オフィス街・繁華街メッシュ」でもある場合が半数以上を占める等の重複が見られ
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た。また、実証時のピーク時間帯が「オフィス街・繁華街メッシュ」、「駅メッシュ」で同様の傾

向等が見られたため、これらを「オフィス街・繁華街メッシュ」 区分としてまとめることができ

ると考えられる。一方で、「オフィス街・繁華街メッシュ」と「住宅街メッシュ」の間には、ピーク

時間帯に傾向の違いが見られたため、第一次報告書のとおり区別することとする。以上か

ら、メッシュ区分は、 「オフィス街・繁華街メッシュ」、「住宅街メッシュ」の２区分を適当とし、

両メッシュから計測地点をランダムに選定することとした。 

また、実証では、「オフィス街・繁華街メッシュ」及び「住宅街メッシュ」は、前者が都市内の

全メッシュのうち従業者数が上位 30％であるメッシュ、後者が都市内の全メッシュのうち夜

間人口が上位 30％であるメッシュとして実施しており、これらが実証時の計測地点の周辺

環境の実態・体感と合致していたため、この基準を採用することが適当とした。 

また、利用者の実態を反映する観点から、人口（利用者）が多い都市の計測回数を考慮

することが必要である一方、前述した各都市に配分されるメッシュ数の偏りの観点を考慮し

た実証の結果（「第３章１．（３）参照）を踏まえ、都市内メッシュ数の下限を14メッシュ（ 「オフ

ィス街・繁華街メッシュ」、「住宅街メッシュ」の各々７メッシュ）とすることが適当とした。 

 

【ⅲの各メッシュ内の計測地点数の考え方について】 

実証の結果、各メッシュ内において少なくとも５地点で計測すれば、500ｍ四方のメッシュ

内の地理的影響（メッシュ内で選定される緯度・経度点の違いによる影響）が、95％の確率

で一定の測定誤差範囲に収束したため、メッシュ内の計測地点を５地点選定することが適

当とした（第３章１．（４）参照）。 
なお、地図データと現地の差異や工事等予期できない場合に備えて、実証では予備的に

２地点選択しておけば十分であったことから、計測地点はランダムに３地点追加して計８地

点まで選択しておき、例えば、１～５地点目において計測が出来ない地点が生じた場合に

は、予備的に選択されている６～８地点目を順次計測地点とする等の予備的措置を講じる

ことが適当である。 
 

【ⅱ及びⅲの計測地点のランダム選定の考え方について】 

計測地点の選定を「ランダムな選定」としているのは、計測実施主体の裁量を可能な限り

抑制し、事業者にとって中立的な計測とするためである。なお、フランス等においてもランダ

ムに選定する手法がとられている。 
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＜図 4-1 都市の選定数等について［資料 7-2 より抜粋］＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図 4-2 都市ごとの計測メッシュ数等について［資料 7-2 より抜粋］＞ 

 

 

② 計測時間（第３章２．参照） 

第一次報告書では、実効速度等のサービス品質はトラヒックの混み具合に応じて変

動するものであることから、ユーザに当該情報を踏まえた情報提供を行うため、計測

時間についてはトラヒックのピーク時間とオフピーク時間を設定して計測することと

し、これらは、実証を踏まえて設定することとしていた。 

実証の結果、オフピーク時間は通常深夜帯（24 時～７時）となり、他方、通常深夜帯は、利

用者の利用実態を踏まえると、計測時間から除くことが適当と考えられる。 

○ 計測を行う 10 都市（特別区及び９都市（政令指定都市、県庁所在地））を選定した上で、全都市に常住人口に応じた

傾斜をかけて 300 メッシュ（1 メッシュ 500m 四方)を割り振る。 

○ なお、常住人口に応じた傾斜をかけた際、一都市の計測メッシュ数が著しく少なくなる懸念があるため、実証結果を踏

まえ、最低限の割り振りメッシュ数を 14 とする。 

○ また、１メッシュ当たり、５地点で計測を行う。 

○ 以上から、10 都市・300（メッシュ）×５（計測地点）＝1500（箇所）とする。 

都市ごとの計測メッシュ数と計測地点数の考え方 

【計測メッシュ数の試算例（実証での一例）】 
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これを除いた時間帯ではピーク時間／オフピーク時間の差異が小さかったため、通信速

度が出にくく、利用者の苦情につながりやすい時間帯を考慮して、平均以下の実効速度であ

った時間帯から計測時間を設定することとした。 

以上から、「オフィス街・繁華街メッシュ」は正午から午後６時、「住宅街メッシュ」は午後３

時から午後９時の時間内に計測を実施することが適当である。 

 

③ 計測回数（同一地点）（第３章３．参照） 

同一地点における計測回数を多くすればするほどたくさんのサンプルデータを収集

することができるため、より実態に近い計測結果を得ることが可能になると考えられ

るが、計測に係るコストも増加することになる。実証（定点観測）において、第一次報告

書で参考提示された１～５回の計測を実施したところ、誤差の影響を一定程度排除できる最

低限の回数が３回であった。 

以上から、計測回数（同一地点）は３回とし、その地点の値としては３値の平均とすること

が適当である。 

 

④ 計測項目（第３章５．参照） 

第一次報告書では、我が国の通信事業者・調査会社等によるモバイルのサービス品質

計測や諸外国におけるモバイルのサービス品質計測において、上り／下りの実効速度に

加えて、位置情報、信号強度、遅延、パケットロス等の計測を行っている例を参考に、

上り／下りの実効速度に加えて、計測結果に関わる位置・時間情報、通信規格、端末情

報、信号強度、遅延、パケットロス等についても参照情報として取得することとしてい

た。 

以上から、上り／下りの実効速度のほか、実効速度の計測結果に関わる参照情報として、

位置・時間情報、通信規格（LTE 等）、端末情報、信号強度 （※）、遅延、パケットロスを取得す

ることが適当である。 
（※）iOS 端末は OS の仕様上取得できないため対象外 

 

⑤ データの集計方法（第３章４．参照） 

我が国の通信事業者によるモバイルのサービス品質計測の一部では、同一地点で計測し

た複数のデータのうち、上位と下位のデータを集計の対象から除外する 21「上下切り」という

手法が採用されている。 

第一次報告書では、この「上下切り」を採用することにより、異常値を計測結果の集計対

象から除外することが可能となり、計測の精度が向上すると考えられるが、「上下切り」を採

用するためにはサンプルデータを通常の計測に比べて多く収集する必要があるため、計測回

数の増加によるコスト増も想定されると指摘された。 

                                                   
 

21 例えば、同一地点で計測した５回の計測結果のうち、最上位と最下位の計測データを集計対象から除外し、

残り３回分を集計対象とする。 
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実証の結果、上下切りは、その分計測回数が多く必要となること、「③計測回数（同一地

点）」を３回としたため、上下切りせず平均値による集計方法のほうが効率的となった。以上

から、上下切りは採用しないことが適当である。 

 

⑥ 計測頻度 

移動通信分野の技術進歩は早く、新たな高速通信サービスやそれに対応した端末が

次々に登場している。このような状況の中、現状のサービススペックに基づいた実効速

度等に関する情報を利用者に提供するためには、少なくとも１年に１回以上の計測が必

要である。 

また、新端末の発売等は、各通信事業者によりタイミングが異なるため、利用者に

対して適切なタイミングで情報提供を行うためには、各通信事業者の状況に合わせて個

別に計測時期を設定することが適当と考えられるため、計測のタイミングは任意とする。 

 

⑦ 計測端末（第３章６．参照）  

スマートフォンやモバイルルータ等の端末は、機種により対応している周波数、通信

規格（LTE, 3G等）、OS、CPU等の仕様が異なる場合があり、この違いにより実効速度の

計測結果にも差が生じる可能性がある。 

実証の結果、OS が同一で、同じ対応周波数かつ同じ通信規格である複数機種を比較した

場合において、計測結果に有意な影響は見られなかった。一方、OS が異なる場合には、計

測結果に違いが見られた。 

以上から、対応周波数、通信規格、OS が同一の機種ごとに計測することが適当である。 

 

⑧ 計測ツール（第３章７．及び９．参照） 

実効速度等のサービス品質を計測するためには、そのツールとして計測用のソフトと

サーバが必要になる。これらの計測ツールについては、同ツールにより計測した実効速

度が国別の比較等に将来的に利用される可能性があるため、実証では、諸外国の政府が

利用しているツールとの整合性の観点を考慮した。 

計測ツールは、実証の際に、米国ＦＣＣが公開する計測ツール（スマートフォン等の携帯端

末用）をベースに作成した。作成した計測ツールの機能詳細等は第３章９．及び参考資料３

のとおりであり、本計測手法で用いる共通の計測ツールとして活用していくことが適当である。

なお、同ソフトについては、基本機能を変更しない必要なアップデート（後述するモバイルル

ータとの有線接続対応等）は可能とする。 

また、計測サーバは、多数の ISPとトラヒックを交換可能な主要な国内 IXに直結している場

所、かつ、コスト等運用の観点から IX（Internet eXchange point）とサーバの間が十分な帯域

（１Gbps 以上）で接続されている場所１か所に設置することが適当である。また、計測サーバ

が混雑している場合（実証においては、混雑とみなす同時接続数を 20 とした。）には計測させ

ない機能を有する必要がある。 

 

⑨ 通信規格  
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LTE等の高速通信サービスに対応したエリアは通信事業者によって異なっているところ、計

測の際にあらかじめ各社のエリアの情報を踏まえて通信規格を揃えることは困難と考えられ

る。また、実効速度等の計測の際に通信規格の情報を併せて取得することにより、通信規格

ごとの集計が可能となることから、その結果を広告にも反映可能となる。以上から、計測ツー

ルにおいて通信規格を取得するための機能を付加しておくことが適当である。  
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 計測の実施について ２．

（１）計測の実施に関する基本的な考え方 

実効速度等の計測の実施に当たっては、実効速度の計測を継続的に実施するための「①持

続可能性（過度なコスト負担とならないこと）の観点」、利用者が必要とする情報を適切なタイミ

ングで提供するための「②新端末の発売やネットワークの展開等に合わせた柔軟な計測の実

施と計測結果の公表の観点」、そして、利用者が信頼できる結果を確保するための「③事業者

中立性の確保の観点」が重要と考えられる。 

①持続可能性（過度なコスト負担とならないこと）の観点に関して、通信事業者の場合、通常

の事業運営の中での計測や、自社社員等のリソースを活用した計測により低コストで効率的な

計測が可能であることから、持続可能性が高いと考えられる。また、実証で整備した計測環境を

活用することにより、計測コストの低減を図ることが可能であるため、持続可能性を高める観点

から、同環境を有効活用することとする。 

②新端末の発売やネットワークの展開等に合わせた柔軟な計測の実施と計測結果の公表の

観点に関して、新端末の発売やネットワークの展開のタイミングは、各通信事業者により異なる

ため、ユーザに対して適切なタイミングで情報提供を行うためには、通信事業者による計測が

適当であると考えられる。 

①持続可能性（過度なコスト負担とならないこと）の観点及び②新端末の発売やネットワーク

の展開等に合わせた柔軟な計測の実施と計測結果の公表の観点から、通信事業者による計

測の実施が効率的と考えられるが、その際、③事業者中立性の確保の観点から、実施プロセス

の共通化を図ることが必要と考えられる。また、通信事業者は、計測の実施に当たって発生す

る費用等を理由に、新たに利用者の負担を増加させないことについて留意が必要と考えられ

る。 

 

（２）事業者中立性を担保するための共通化プロセス 

前述のとおり、通信事業者による計測において事業者中立性を担保するためには、実施プロ

セスの共通化が必要であり、以下①～④の一連のプロセス（図表 3-15 参照）の共通化を図るこ

ととする。 

 

①申請受付及び計測場所の選定・通知 

事業者中立的な視点に留意可能な体制（（３）参照）のもとで、各通信事業者は、計測場

所選定に係る申請（計測開始予定日や計測端末の機種等必要な情報の提出を含む。）を行

い、計測場所（予備の計測地点 22を含め、計 2400 地点程度）の通知を受ける。その際、計測

場所の選定者は、実証時に作成した計測地点選定ソフトを活用し、計測を実施する個別の通

                                                   
 

22 計測地点は、メッシュ当たり５地点とするが、障害物と合致する等計測が困難な場合を想定し、予備的に、メッ

シュ当たり３地点を併せて提示。なお、全メッシュは約 300。「２．①計測場所」参照。 
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信事業者ごとに、計測場所を緯度・経度点とともに、緯度経度を中心に 50ｍ四方の範囲（１．

（２）①参照）まで提示する。これにより、計測場所の選定において、実施主体の裁量を抑制す

ることが可能になると考えられる。 

 

②計測の実施及び結果の送付、③計測結果の集計 

実証において、120 人日（２～３メッシュ/人・日）により、おおむね２カ月間で計測を完了で

きており、実効性の視点、及び通信事業者による事前対策抑止の視点から、計測期間を２カ

月内とする。 

また、計測環境を統一するため、共通の計測サーバを利用することとし、その際には、国

（総務省）が実証で開発した計測サーバ用ソフトを有効活用することとする。これにより、実施

主体のコスト負担が低減されるとともに、取得したデータから計測状況を把握できる体制の整

備が可能になると考えられる。 

事業者中立的な視点に留意可能な体制のもと、計測結果（計測データ等）が通信事業者

に送付され、同事業者が計測結果を集計（（３）参照）する。 

 

④計測結果の公表・広告表示への反映 

計測結果の公表・広告表示への反映に関しては、計測実施主体である通信事業者のホー

ムページに計測結果の詳細（計測地点ごとの全計測結果）を掲載することとする（３．（３）参

照）。これにより、計測結果や広告表示に記載される実効速度の透明性が確保されると考え

られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図 4-3 実効速度等の計測の一連のプロセス＞ 

 

（３）事業者中立性を担保するための共通化プロセスの運用 

 

②通信事業者ごとの計測場所の選定から一定期間（2カ月）内に事業者

の調査員が計測を完了 

 

③事業者共通の計測サーバを活用し、各事業者の計測時の状況（場所、時

間、計測回数等）を把握可能な環境で計測結果を蓄積・集計 

 

④計測結果の公表（計測地点ごとの全計測結果）及び広告表示への反映 

①事業者中立的な視点に留意可能な計測を実施する通信事業者ごとに

計測場所をランダムに選定、緯度・経度・計測範囲を通知 
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通信事業者の柔軟な計測の実施、自主性の尊重、及びその実施の適切性の確保を、バラン

スをとって運用するためには、共通化プロセスの中で、申請受付、計測場所の選定・通知、共通

計測サーバの運用、計測状況のモニター、計測結果の送付、共通計測ツールのアップデート等

の対応側に属する事業者共通の実施プロセスを担う機能（以下「共通実施機能」という。）と、そ

の実施の適切性を確認する機能（以下「確認機能」という）。」を分離して運用する考え方があ

る。 

その際、「共通実施機能」は事業者共通の負担で実施（外部委託）し、「確認機能」は広告表

示に関する関係業界団体として、通信事業者の広告表示に関する自主基準等を定める「電気

通信サービス向上推進協議会」が担うことで運用の効率化が期待できる。 

また、特に、「電気通信サービス向上推進協議会」が担う「確認機能」は、事業者中立的な観

点から、以下の視点等に留意して運用されることが重要である。 

・電気通信サービス推進協議会内の第三者組織として有識者や総務省で構成し、共通実施

機能の対応者、通信事業者等の関係者からも意見が聞ける体制で運営すること。 

・共通実施機能の対応者が担う内容を、事前 23・事後 24に確認できること。等 

 

 

  

                                                   
 

23 共通実施機能の対応者を事業者共通で委託する際、中立性担保の視点、計測実施の適切性確保の視点か

ら、契約内容を確認する等。 
24 共通実施機能の対応者から、計測場所選定・計測期間の状況、共通計測サーバの運用状況、計測状況のモ

ニター結果等の報告を受け、適切性を確認する等。 
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 計測結果の利用者への情報提供手法について ３．

（１）計測結果の利用者への情報提供手法に関する基本的な考え方 

実効速度等の計測結果を利用者に適切に情報提供するためには、以下の二つの観点のバ

ランスを確保することが必要と考えられる。 

・一般利用者にとって分かりやすく誤認しにくい表示であること 

・一般利用者にとって必要と考えられる情報の表示であること 

通信事業者が実効速度等の計測結果を利用者に情報提供するための媒体としては、①通信

事業者のホームページ、②広告（テレビ CM、紙面広告）、③広告（総合カタログ）が考えられると

ころ、それぞれの媒体における公表方法については、上記の観点を踏まえることが望ましいと

考えられる。なお、公表方法に係る計測結果の適切な集計表示手法及び広告表示における実

効速度表示のイメージを以下に併せて示す。 

 

（２）集計表示手法 

第３章の実証の結果において、スマートフォン等のモバイルサービス利用の特殊性から、計

測場所や計測時間等の違いより、実効速度の計測結果に顕著にばらつきが生じることが確認

された。計測結果の集計表示に当たって、固定値（平均値・中央値等）で表示してしまうと、利用

者が断片的に情報を捉え、誤解するおそれが高まる。 

このため、利用者が得られる実効速度に関する期待値を、より実態に即した形で伝えていく

観点から、第３章の実証の結果や分析等で統計学的な一定の適切性も踏まえて活用した「箱ひ

げ図」の集計表示手法を採用することが現時点では最適と考えられる。 

 「箱ひげ図」は、ばらつきのあるデータを分かりやすく表現するための統計学的グラフであり、

重要な 5 種の要約統計量である、最小値、第 1 四分位点、中央値、第 3 四分位点と最大値とと

もに、図 4-4 のように表示される。箱の各部分の間隔から分散や歪度の程度、また外れ値を知

ることができ、今般の計測手法では、計測された全国の全データ（10 都市約 300 メッシュ×５地

点＝約 1500 地点）の第１四分位数（小さい方から 1/4 の値）に当たる速度（Mbps 単位）から、第

３四分位数（大きい方から 1/4 の値）に当たる速度（中央値に近い半数）を、実効速度の一定幅

を持った値として表示することが適当である。 
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＜図 4-4 箱ひげ図について【再掲】＞ 

 

なお、「箱ひげ図」を用いた本集計表示手法は、現時点では最も適切な表示手法と考えられ

るものの、将来、利用者にとって一層分かりやすく、かつ、統計学的にも適切な手法が提示され

る場合には、必要な検討等を経て代替可能とする。 

 

（３）計測結果を利用者に情報提供するための具体的手法 

通信事業者のホームページ、広告（テレビCM、紙面広告）、広告（総合カタログ）は、掲載でき

る情報量（掲載スペース）や利用者が閲覧可能な時間等が異なるため、それぞれの性格に応じ

て、公表方法を以下のとおりとすることが望ましいと考えられる。 

 

①通信事業者のホームページ 

実効速度の計測が利用者の居住地や関心のあるスポットの付近で実施された場合等、計

測地点ごとの詳細な結果を把握したいという利用者のニーズや計測結果に対する透明性の

確保を図る観点から、通信事業者のホームページには、全ての計測地点における結果を公

表することが適当である。その際、実効速度の計測結果を補足する参照情報のうち位置・時

間情報、ＬＴＥ等通信規格、端末情報を併せて公表する。また、利用者（ホームページ閲覧者）

が居住地や関心のある地点のデータを容易に調べることを可能とするため、計測結果を場所

により検索・絞り込める機能等、利用者へのサポート機能があることが望ましい。 

また、全ての計測地点における個別の結果の公表に加え、利用者が計測結果を容易に理

解できるよう、前述の「箱ひげ図」に基づく実効速度の一定幅の値（「箱ひげ図」の「箱部分」

の幅を数値で表示）及び箱ひげ図を掲載するほか、都市部と各地域等で計測結果に顕著な

特性の違いが生じた場合には、地域別の実効速度等についても必要な説明を添えて、同様

に、分かりやすく公表することが望ましい。 

 

②広告（テレビ CM、紙面広告） 

中央値

に近い

半数 
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テレビ CM や紙面広告は、利用者に情報提供を行う際に、利用者が接する時間や掲載ス

ペースが限られている広告媒体であるため、利用者の誤認を招かぬよう配慮が必要と考えら

れる。 

まず、通信事業者がテレビ CM や紙面広告に通信速度の規格値や通信事業者が独自に

計測した実効速度の計測結果を掲載する場合、これに本計測手法で計測した実効速度等を

併記することは、掲載スペースの都合上困難な場合があり、また、掲載できたとしても、利用

者が短時間で計測手法等の違いについて理解した上で、それぞれの数字の持つ意味を正確

に把握することは必ずしも容易ではなく、混同させるおそれがある。 

そのため、テレビCMや紙面広告のように利用者に情報提供を行うための時間や掲載スペ

ースが限られている広告媒体については、まずは、計測結果を公表するホームページの閲

覧を促す仕組みを構築し、利用者が必要に応じて確認できるようにするとともに、具体的な情

報提供手法については、例えば、本計測手法に基づく実効速度のみを情報提供する等も考

慮しつつ、引き続き通信事業者の広告表示に関する自主基準等を定める「電気通信サービ

ス向上推進協議会」において検討を進めることが適当である。 

 

③広告（総合カタログ） 

利用者が適切にサービス選択を行うためには、規格上の通信速度と実効速度の乖離につ

いて情報提供することが必要である。そのため、通信事業者の総合カタログ等の規格上の通

信速度が記載されている広告媒体には、各通信事業者の計測結果に基づいた実効速度に

ついて解説するページを新たに設けることとし、当該ページには計測結果を公表するホーム

ページのリンクについても併記することが適当である。なお、当該情報は、各通信事業者が

訴求する通信速度に対する期待値のギャップを補完するための情報であることから、全通信

事業者の全体の計測結果ではなく、各通信事業者の個別の計測結果に基づいたものが適当

である。 

また、実効速度の表示方法としては、前述の「箱ひげ図」に基づく実効速度の一定幅の値

（「箱ひげ図」の「箱部分」の幅を数値で表示）を掲載することが適当である。 

なお、利用者に多様な情報を提供するという観点からは、本計測手法で計測した全国的な

実効速度の計測結果に加え、通信事業者が独自に追加的な場所や環境等（電車、ランドマ

ーク的な施設等）で計測した結果を表示することについて妨げる必要はないと考えられるが、

これらを表示する際には、利用者に誤解を与えないよう計測条件を利用者が把握できる形で

掲載することが必要である。また、各地区のカタログ等の広告表示に、地区ごとの「箱ひげ図」

に基づく実効速度の一定幅の値を追加することを妨げないが、必要な説明を添えて分かりや

すく公表することが望ましい。 

加えて、現状よりも更に高速化が進んだ通信サービス（新たな周波数帯域を利用する LTE

や 4G 等）が新たに登場した場合、当該サービスについて登場後すぐに実効速度を計測する

と、利用者が少ないために実態とかけ離れた計測結果となってしまうおそれがあるため、この

ような新サービスについては、一定程度普及した段階で速やかに実効速度を計測し、利用者

に情報提供することが適当である。なお、一定程度普及した段階の目安は、LTE の全国サー

ビスが開始された後、約１年で百万加入に達した事例もある（「電気通信サービスの契
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約数及びシェアに関する四半期データの公表」（平成 22 年度第３四半期及び平成 23 年

度第３四半期）より）ことから、１年後を目処とした広告表示への適用として、これに

間に合うよう対応することが適当であると考えられる。他方、通信事業者はそれまでの

間、当該サービスについて、利用者の増加に伴い実効速度が下がることを示すシミュレーショ

ン結果等をホームページに掲載すること等により利用者のリテラシー向上に努めることが必

要である。 

 

④広告表示における実効速度表示のイメージ 

規格上の最高速度を広告表示する際には、下図（図 4-5）のように、その付近に、分かりや

すく「箱ひげ図」に基づく実効速度の一定幅の値を表示することが適当である。 

また、利用者が計測結果の特性等を理解することを補助するため、実効速度の算出方法

や実効速度に対応した「箱ひげ図」を説明したURLを表示する、又は同様の説明をしたHPに

リンクを張る（HP で計測結果を公表する場合等）ことが望ましい。なお、前述のとおり、通信事

業者の総合カタログ等の規格上の通信速度が記載されている広告媒体には、各通信事業者

の計測結果に基づいた実効速度について解説するページに、「箱ひげ図」の説明についても

掲載されていることが適当である。また、規格上の最高速度を広告表示せず、「箱ひげ図」に

基づく実効速度の一定幅の値のみを広告表示として利用する際にも、同様の対応を行うこと

が望ましい。 

なお、計測結果の広告表示への適用方法の具体化・詳細検討については、下図を参照し

つつ、電気通信サービス向上推進協議会で行うこととする。 

 

 
＜図 4-5 広告表示における実効速度表示のイメージ（記載の数値は参考資料２による）＞ 
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第５章 今後の対応 

 広告表示への適用方法の詳細検討等 １．

広告表示への適用方法を含む計測結果の利用者への情報提供手法については、「第４章 ３．

計測結果の利用者への情報提供手法について」において基本的な考え方を示したところである

が、広告での具体的な表示の説明内容については、実証を踏まえたこの基本的考え方、他業

界の広告表示等を踏まえ、また、利用者視点をしっかりと取り込めるよう留意しつつ、通信事業

者の広告表示に関する自主基準等を定める「電気通信サービス向上推進協議会」において検

討を行い、まずは、通信事業者の広告表示に関する自主基準等に早急に反映していくことが必

要である。 

また、本検討と並行して、利用者への実効速度に係る説明の手法・内容（対面販売機会の活

用等）についても同様に利用者視点に配慮しながら検討を進めることが望ましい。 

加えて、通信事業者においては、前述のとおり計測の実施に当たって発生する費用等を理由

に新たに利用者の負担を増加させないことについて留意するほか、利用者にできる限り早く実

効速度に関する情報提供を行うべく、運用の視点（「第４章 ２.(３)事業者中立性を担保するため

の共通化プロセスの運用」参照）を含めて早期に対応していくとともに、実効速度をすぐに計測

することが困難な新サービスに係る利用者への情報提供時においても分かりやすい情報提供

を心がけることが必要である。 

 

 優先して対応すべき対象等 ２．

本計測手法は、全てのモバイル通信事業者に適用可能なものと考えられるが、計測の実施、

計測結果の公表、広告表示への適用は、利用者の大半を占め 25、かつ MVNO（Mobile Virtual 

Network Operator）26のサービスインフラ基盤ともなるMNO（Mobile Network Operator）27を、まず

は、優先することが適当と考えられる。 

なお、MVNO の広告表示における実効速度の表示方法については、通信速度を訴求しない

サービスもある状況 28等も踏まえ、電気通信サービス向上推進協議会における、上記「計測結

果の広告表示への適用方法の詳細検討等」の中で、MNO の計測結果の活用の可能性を含め

て検討し、これと合わせてMNOとMVNOの同時期の広告への適用の可能性についても検討す

ることが適当と考えられる。 

また、利用者によるサービスや端末の選択に当たり、規格上の通信速度と実効速度の乖離

が問題となるのは、主に高速通信サービスやそれに対応した端末の場合であると考えられるこ

                                                   
 

25 2014 年 12 月末時点において、移動通信サービス全体（携帯電話・PHS・BWA）の契約数は、1 億 5,475 万で

あり、そのうち MVNO サービス全体の契約数は 892 万となっている。 
26 「MVNO」とは、自ら無線局を開設せずに、MNOの提供する移動通信サービスの利用又はMNOとの接続によ

り移動通信サービスを提供する電気通信事業者を指す。 
27 「MNO」とは、自ら無線局を開設・運用して移動通信サービスを提供する電気通信事業者を指す。 
28 通信速度を制限したサービスや通信モジュール向けのサービスのみを提供する事業者等。 
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とから、計測の実施、計測結果の公表、広告表示への適用は、高速通信に対応したスマートフ

ォンやモバイルルータへの適用を優先することが適当と考えられる。なお、その際スマートフォ

ンの計測結果をモバイルルータの広告表示に適用可能なものは、これを妨げるものではない。

他方、スマートフォンの計測結果を広告表示に適用せず、モバイルルータ単独で計測を実施す

る際には、第３章 ８．のとおり、モバイルルータ自体の性能をより正確に計測する観点から、計

測ツールを有線接続に対応可能な計測端末用ツールとして機能させる対応が必要となることか

ら、スマートフォンと必ずしも同一のタイミングで広告表示に適用する必要はないが、できる限り

速やかに対応することが望ましい。 
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インターネットのサービス品質計測等の在り方に関する研究会開催状況 

 
開催年月日 主な議事 

第１回 2013 年 

11 月１日 

①事務局による説明 

・ 検討の背景と課題等について 

②北構成員による説明 

・ 諸外国における実効速度等の計測状況について 

③通信事業者からのプレゼンテーション 

・ (株)NTT ドコモ 

・ KDDI(株) 

・ ソフトバンクモバイル(株) 29 

・ イー・アクセス(株)30  

第２回 11 月 25 日 ①北構成員による説明 

・ 諸外国の追加調査結果の報告 

②調査会社等からのヒアリング 

・ (株)MM 総研 

・ (株)日経 BP コンサルティング 

・ (株)イード 

・ (株)インテック 

③インターネットのサービス品質計測等の在り方に関する論点整理 

第３回 2014 年 

１月 24 日 

①北構成員による説明 

・ 諸外国の追加調査結果の報告 

②計測手法及び項目に係る検討 

③北構成員による説明 

・ 諸外国等における計測の実施・広告表示の状況 

④計測の実施・広告表示への反映方法等に係る検討 

第４回 ２月 21 日 第一次報告書（案）の審議 

第５回 ４月 22 日 第一次報告書の取りまとめ 

第６回 2015 年 

２月２日 

①事務局による説明 

・ 研究会の進め方 

②実証実験請負事業者（野村総合研究所）による説明 

・ 予備実証の状況報告 

・ 上記を踏まえた本実証の要件及び内容 

③北構成員による説明 

・ 諸外国における実効速度計測の実施状況（ｱｯﾌﾟﾃﾞｰﾄ） 

                                                   
 

29 2015 年 7 月 1 日付で、「ソフトバンクモバイル株式会社」は「ソフトバンク株式会社」に社名を変更。 
30 イー・アクセス株式会社と株式会社ウィルコムは 2014 年６月１日をもって合併（新会社はワイモバイル株式会

社）。また、ソフトバンクモバイル株式会社、ワイモバイル株式会社等４社は 2015 年４月１日をもって合併（存続

会社はソフトバンクモバイル株式会社）。 
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第７回 ４月６日 ① 実証実験請負事業者（野村総合研究所）による説明 

・ 実証実験についての報告 

② 事務局による説明 

・ 計測手法案及び利用者への情報提供手法案について 

③計測手法及び利用者への情報提供手法について検討 

第８回 ５月 11 日 ①報告書（案）の審議 

②移動系通信事業者が提供するインターネット接続サービスの実効

速度計測手法及び利用者への情報提供手法等に関するガイドラ

イン（案）の審議 

第９回 ７月 14 日 ①報告書の取りまとめ 

②移動系通信事業者が提供するインターネット接続サービスの実効

速度計測手法及び利用者への情報提供手法等に関するガイドラ

インの取りまとめ 

③電気通信サービス向上推進協議会による説明 

・ 実効速度適正化に関する取組について 

・ 実効速度の広告表示における条文見直しについて  
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